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はじめに 

 

 わが国の経済は、アベノミクスの「三本の矢」の一体的推進により、緩やかな回復基調が続いてい

るものの、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減や物価の上昇に家計の所得が追いついていな

いことなどにより個人消費等に弱さがみられ、結果 2014 年度の実質国内総生産（実質 GDP）成長率は

マイナスとなりました。 

 また、国の財政状況は、債務残高が GDP の２倍程度に膨らみ、なおも更なる累増が見込まれるなど、

引き続き厳しい状況にあり、経済再生とともに財政健全化を達成することが重要課題となっています。

こうした財政事情の下、政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2015」を閣議決定し、その中で「経

済・財政再生計画」を策定し、2020 年度の財政健全化目標の確実な達成に向けて「デフレ脱却・経済

再生」「歳出改革」「歳入改革」を３本柱として推進していくこととしています。 

さらに、わが国は、2008 年をピークに人口減少局面に入っており、今後加速度的に人口減少が進む

とされております。このような人口減少社会に対処するため、全国各地で地方版の創生総合戦

略策定の動きが活発化しております。日本経済を持続的・安定的な成長軌道に乗せていくため

には、地方自治体がそれぞれ創生総合戦略の各種施策を実行し、活力に溢れた地域を構築していく

ことが重要であるとしています。 

本市においても、日本創成会議の発表によれば、若年女性の人口が 2040 年までには半減するなど、

人口減少に歯止めがかからない危機的状況が続くと予測されており、この大きな課題に立ち向かうため

「氷見市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（５ヵ年）を１０月に策定しました。今後は、この総合戦

略に基づき、特にしごとづくり、移住・定住対策や魅力あるまちづくりなどに積極的に取り組んでいく

こととしております。 

一方、財政状況については、従来から持続可能な行政体を目指し「集中改革プランⅡ」の実施を通

して、市税等の収入確保、歳出の抑制や公債費負担の適正化、事務事業の見直しなどに努め、収支の

均衡、行政運営の効率化において、これまで一定の改善が図られています。今年度からは、新たに職

員の意識改革や財政指標等の数値目標を設定した「行政品質改革プラン」に取り組み、更なる行財政

改革に取り組んでまいります。 

  

 本冊子は、氷見市財政の状況をご理解いただく一助としていただきたいものであります。 
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区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
歳入 22,340 22,267 21,762 22,203 22,394 22,701 23,821 24,262 24,583 22,749
歳出 21,646 21,563 21,032 21,520 21,799 21,885 23,113 23,261 23,876 21,679
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単位：百万円 第１図 決算規模の推移

歳入

歳出

１ 決 算 規 模 

 

平成２６年度の一般会計決算額は、次のとおりとなった。 

歳入 ２２，７４９，３９９千円 （前年度 ２４，５８２，９８２千円） 

歳出 ２１，６７９，３４７千円 （前年度 ２３，８７５，８８２千円） 

前年度に比べて、歳入では１，

８３３，５８３千円、７．５％

の減、歳出では２，１９６，５

３５千円、９．２％の減となっ

た。増減要因として、歳入につ

いては、市税、配当割交付金、

地方消費税交付金においては増

加したものの、地方交付税、自

動車取得税交付金については減

少となった。また、市庁舎移転

整備事業の完了により市債発行

額は大幅に減となった。歳出に

ついては、市庁舎移転整備事業、

旧市民病院跡地購入費などの大

型事業の完了により全体事業費

は大幅に減少した。決算規模の

過去１０年間の推移は、第１図

のとおりである。 

景気が停滞し、国からの交付

税等が縮減されるという厳しい

財政状況の中、集中改革プラン

Ⅱの実施により決算規模も縮小

傾向にあったが、学校施設等の改築耐震化事業、国の経済対策事業に伴う事業の前倒しよる歳入出の増

や、市庁舎移転整備事業、漁業交流施設整備事業などの大型事業により、決算規模は増加している。し

かし、平成２６年度においては、大型事業の完了等により減少した。 

 

２ 決 算 収 支 

 

平成２６年度の決算収支の状況は、第１表のとおりである。 

歳入歳出差引額である形式収支は、１，０７０，０５２千円の黒字となった。ここから明許繰越、事

故繰越の事業に充てるため翌年度へ繰り越すべき財源３１４，６５９千円を控除した実質収支でも７５

５，３９３千円の黒字となった。実質収支比率（実質収支の標準財政規模に占める割合）については５．

８％で前年度の４．６％を上回った。実質収支が前年度を上回ったことから、単年度収支（今年度実質

収支－前年度実質収支）では１５５，２２５千円の黒字となり、実質的な黒字要素となる財政調整基金

積立金及び繰上償還金、赤字要素となる財政調整基金取崩額を加味した実質単年度収支でも５０８，２
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９２千円の黒字となった。なお、実質収支の過去１０年間の推移は、第２図のとおりである。 

 

第１表   一般会計決算収支の状況 

（単位：千円）

平成２５年度 平成２６年度

1 歳入総額 24,582,982 22,749,399

2 歳出総額 23,875,882 21,679,347

3 歳入歳出差引額(１－２) 707,100 1,070,052

4 翌年度に繰り越すべき財源 106,932 314,659

5 実質収支(３－４) 600,168 755,393

6 単年度収支 △ 40,246 155,225

7 財政調整基金積立金 321,765 301,545

8 繰上償還金 164,810 150,212

9 財政調整基金取崩額 240,703 98,690

10 実質単年度収支(６＋７＋８－９) 205,626 508,292

11 実質収支比率(５／１２) 4.6% 5.9%

12 標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額含む) 12,959,364 12,705,480

区          分
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３ 歳 入 の 状 況 

  

平成２６年度の歳入決算額は、２２，７４９，３９９千円で、前年度（２４，５８２，９８２千円）

に比べ△１，８３３，５８３千

円、△７．５％減（前年度１．

３％増）となった。歳入の内訳

は、第２表のとおりである。 

一般財源では、市税５，４６

１，７７０千円（構成比２４．

０％）、地方交付税７，０５３，

０３８千円（構成比３１．０％）、

地方消費税交付金５１９，９７

４千円（構成比２．２％）等、

総額で１４，２０５，３２３千

円となり、前年度に比べ５２６，

７６６千円の減となった。一般

財源の歳入総額に占める割合

（一般財源比率）は６２．４％

で前年度を２．５ポイント上回

った。 

特定財源では、国庫支出金２，

２７８，５６３千円（構成比１

０．０％）、県支出金１，８８

８，９８６千円（構成比８．

３％）、諸収入９７３，７５８

千円（構成比４．３％）等、総

額で８，５４４，０７６千円と

なり、前年度に比べ１，３０６，

８１７千円、１３．３％の減と

なった。 

歳入の特徴として、一般財源では、税においては個人市民税および市たばこ税で減少したものの、法

人市民税、固定資産税において増加した。また、地方交付税のうち特別交付税については高岡地区広域

圏ゴミ処理場の建設に係る交付税（震災復興特別交付税）が減少し、普通交付税についても減少となり、

全体で減少となったことなどが挙げられる。特定財源では、国庫支出金においては、がんばる地域交付

金が皆増したものの、昨年度の国の補正予算で設立された地域の元気臨時交付金が皆減し、社会資本整

備総合交付金も減少したため、全体でも減少となった。また、市債（臨時財政対策債は除く）において

は緊急防災・減災事業債の大幅減により、全体でも大きく減少したことなどが挙げられる。第３図は、

これらの歳入総額に占める割合の推移を示したものである。税源移譲によって平成１９年度以降市税の

割合が増えたものの、地方交付税が歳入全体の３割以上という大きな割合を占めており、本市の交付税

への依存度が高いことがわかる。

区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

市税 21.1 22.1 23.0 26.8 26.8 24.8 23.4 22.8 22.2 24.0

地方交付税 34.3 36.1 34.9 33.5 32.5 33.0 34.4 32.3 30.8 31.0

地方譲与税 1.6 2.1 3.3 1.2 1.1 1.1 1.1 1.0 0.9 0.9

国庫支出金 7.4 6.2 5.6 6.3 6.1 11.2 9.6 10.5 11.1 10.0

県支出金 5.7 6.5 7.6 6.2 7.5 6.8 8.5 10.6 7.0 8.3

市債 13.7 9.6 8.3 7.7 7.6 7.1 7.5 8.3 13.5 9.3

諸収入 4.5 4.7 4.4 4.7 4.9 4.7 4.5 3.9 4.0 4.3

その他 11.7 12.7 12.9 13.6 13.5 11.3 11.0 10.6 10.5 12.2

※市債には臨時財政対策債を含む

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

第３図 歳入に占める構成比の推移

市税 地方交付税 地方譲与税 国庫支出金 県支出金 市債 諸収入 その他

 

 

 

 

 

 

 

              ※市債には、減税補てん債、臨時財政対策債を含む 
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第２表   一般会計歳入決算額の状況 

 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 25／24 26／25

5,467,242 22.5 5,452,437 22.2 5,461,770 24.0 △ 0.3 0.2

地方譲与税 219,313 0.9 208,971 0.9 199,543 0.8 △ 4.7 △ 4.5

利子割交付金 21,975 0.1 16,882 0.1 14,718 0.1 △ 23.2 △ 12.8

配当割交付金 14,156 0.1 27,665 0.1 50,859 0.2 95.4 83.8

3,705 0.1 37,424 0.2 25,087 0.1 910.1 △ 33.0

地方消費税交付金 421,017 1.6 417,429 1.6 519,974 2.2 △ 0.9 24.6

ゴルフ場利用税交付金 10,833 0.1 10,962 0.1 11,645 0.1 1.2 6.2

特別地方消費税交付金 - - - - - - - -

自動車取得税交付金 70,633 0.2 63,759 0.2 25,386 0.1 △ 9.7 △ 60.2

地方特例交付金 19,799 0.1 19,264 0.1 17,965 0.1 △ 2.7 △ 6.7

地方交付税 7,722,900 31.8 7,605,093 30.8 7,053,038 31.0 △ 1.5 △ 7.3

普通交付税 6,375,091 26.3 6,113,438 24.8 5,938,543 26.1 △ 4.1 △ 2.9

特別交付税 1,347,809 5.6 1,491,655 6.0 1,114,495 4.9 10.7 △ 25.3

交通安全対策特別交付金 6,524 0.1 6,152 0.1 5,246 0.1 △ 5.7 △ 14.7

- - - - - - - -

臨時財政対策債 869,582 3.6 866,051 3.5 820,092 3.6 △ 0.4 △ 5.3

14,847,679 61.2 14,732,089 59.9 14,205,323 62.4 △ 0.8 △ 3.6

分担金及び負担金 292,740 1.2 279,590 1.1 255,568 1.1 △ 4.5 △ 8.6

使用料 131,897 0.5 134,491 0.5 133,792 0.6 2.0 △ 0.5

手数料 151,993 0.6 151,864 0.6 119,470 0.5 △ 0.1 △ 21.3

国庫支出金 2,298,544 9.5 2,712,308 11.1 2,278,563 10.0 18.0 △ 16.0

県支出金 1,803,875 7.4 1,721,979 7.0 1,888,986 8.3 △ 4.5 9.7

財産収入 23,037 0.1 87,147 0.4 74,967 0.4 278.3 △ 14.0

寄附金 70,876 0.3 26,413 0.1 51,834 0.2 △ 62.7 96.2

繰入金 965,752 4.0 302,529 1.2 764,238 3.4 △ 68.7 152.6

繰越金 708,485 2.9 1,001,280 4.1 707,100 3.1 41.3 △ 29.4

諸収入 989,425 4.1 991,892 4.0 973,758 4.3 0.2 △ 1.8

1,977,500 8.2 2,441,400 10.0 1,295,800 5.7 23.5 △ 46.9

9,414,124 38.8 9,850,893 40.1 8,544,076 37.6 4.6 △ 13.3

24,261,803 100.0 24,582,982 100.0 22,749,399 100.0 1.3 △ 7.5合   計

市税

株式等譲渡所得割交付金

減税補てん債

一般財源計

市債(減税補てん債及び臨時財政

対策債を除く)

特定財源計

区    分
平成２５年度

（単位：千円、％）

増減率平成２４年度 平成２６年度
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区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
個人市民税 0.2 8.7 37.3 1.9 △ 4.6 △ 10.7 △ 1.9 6.9 △ 1.3 △ 1.2
法人市民税 △ 3.6 34.9 5.6 6.1 △ 42.4 △ 1.0 14.9 23.1 △ 17.9 6.7
固定資産税 1.2 △ 2.4 2.3 2.2 △ 3.6 △ 0.2 2.2 △ 5.6 1.3 1.3
市税総額 0.4 3.6 14.0 1.9 △ 6.5 △ 4.3 1.9 0.8 △ 0.3 0.2

名目ＧＤＰ 0.5 0.7 0.8 △ 4.6 △ 3.2 1.3 △ 1.4 0.3 1.9 1.6
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単位：％第４図 市税の対前年度増減率の推移
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-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

増
減
率

単位：％
第４図 市税の対前年度増減率の推移
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単位：％
第４図 市税の対前年度増減率の推移
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単位：％

第４図 市税の対前年度増減率の推移

個人市民税 法人市民税 固定資産税

市税総額 名目ＧＤＰ

（１）市 税 

 

市税の決算額は、５，４６１，７７０千円で、前年度（５，４５２，４３７千円）に比べ９，３３３

千円、０．２％の増となった。第４図は、市税の対前年度増減率の推移を示したものである。 

市民税は、個人市民税では前年比１．２％の減、法人市民税では前年度比６．７％の増となっている。

（平成１９年度に個人市民税において前年度比で大幅な増となっているのは、国税から地方税への税源

移譲が行われたためである。） 

固定資産税は、前年度比１．３％

の増となったものである。 

内訳は、第３表のとおりであ

る。個人市民税では、２，１０

１，３９６千円で、前年度に比

べ２６，５３５千円、１．２％

の減、法人市民税では、２７６，

６４３千円で、前年度に比べ１

７，３９５千円、６．７％の増

となった。固定資産税では、２，

５８７，９７７千円で、前年度

に比べ３３，６５０千円、１．

３％の増となった。 

その他では、軽自動車税が１

２０，５４９千円で、前年度に

比べ８９４千円、０．７％の増、

たばこ税が３４６，９６８千円

で、前年度に比べ１４，６４２

千円、４．０％の減、入湯税は

２８，２３７千円で、前年度に

比べ１，４２９千円、４．８％

の減となった。 

現年課税分徴収率は、市税全

体では前年比０．１ポイントの減の９８．９％となり、高水準の徴収率を維持している。緩やかな景気

回復が進む見込ではあるが、依然として課税額、収納額ともに大きな増を見込めないため、徴収強化の

重要性が非常に大きい。本市では、平成１９年度より税務課に滞納整理班を設置し、平成２２年度から

は納税推進班として税の徴収強化を進めてきた。今後も安定した財源を確保するためにも、市民に税の

重要性をよく理解してもらうとともに、引き続き市税の徴収強化に取り組んで行く必要がある。 
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第３表 市税収入の状況 

 

（単位：千円、％）

2,387,179 99.3 43.8 2,378,039 99.1 43.5 △ 3.4 △ 0.4

個人 2,127,931 99.3 39.0 2,101,396 99.0 38.5 △ 1.3 △ 1.2

法人 259,248 99.3 4.8 276,643 99.2 5.0 △ 17.9 6.7

2,554,327 98.5 46.8 2,587,977 98.6 47.4 1.3 1.3

119,655 99.3 2.2 120,549 99.1 2.2 1.1 0.7

361,610 100.0 6.7 346,968 100.0 6.4 10.2 △ 4.0

0 - 0 0 - 0 - -

29,666 100.0 0.5 28,237 100.0 0.5 11.1 △ 4.8

5,452,437 99.0 100.0 5,461,770 98.9 100.0 △ 0.3 0.2

軽自動車税

合   計

たばこ税

市民税

固定資産税

特別土地保有税

入湯税

26／2525／24

増減率平成２５年度

決算額
区分

平成２６年度

決算額
現年課税分

徴収率
構成比

現年課税分
徴収率

構成比

 

 

 

 

（２）地 方 交 付 税 

 

 地方交付税の決算額は、７，０５３，０３８千円で、前年度（７，６０５，０９３千円）に比べ５５

２，０５５千円、７．３％の減となった。内訳は、普通交付税が５，９３８，５４３千円で、前年度に

比べ１７４，８９５千円、２．９％の減、特別交付税（震災復興特別交付税含む）が１，１１４，４９

５千円で、前年度に比べ３７７，１６０千円、２５．３％の減となった。 

 普通交付税の状況は、第４表のとおりである。個別算定経費では３．４％の減、公債費では８．０％

の増、包括算定経費では５．９％の減となっている。増減の主な要因は、個別算定経費では、農家数の

数値急減補正の縮小及び国営土地改良事業償還額の減による農業行政費の減、地域の元気創造事業費へ

の振替による地域振興費（人口）の減、包括算定経費では、人口分で単位費用の縮小などに伴う減、公

債費では、元利償還金相当額が後年度普通交付税にて措置される臨時財政対策債の償還額の増、東日本

大震災全国緊急防災施策債償還費の増などが挙げられる。また、平成２５年度に措置された地域の元気

づくり推進費が皆減となった。一方で、行政改革努力及び地域経済活性化の成果を反映した地域の元気

創造事業費が新設され、本市においては１９１，２７５千円の加算となっている。    

これらの結果、臨時財政対策債振替相当額を控除する前の基準財政需要額については前年比１．９％

の減、臨時財政対策債振替相当額を控除した後の基準財政需要額は前年比１．７％の減となった。 

 基準財政収入額では、市民税の所得割及び法人税割、自動車取得税交付金が大きく減少したものの、

地方消費税交付金が大幅に増加したことから、全体で０．２％の増となった。 

 特別交付税は、高岡地区広域圏ごみ処理施設に係る震災復興特別交付税の減により前年度比で２５．

３％の減となった。 
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第４表 普通交付税の状況 

（単位：千円、％）

平成２５年度 平成２６年度 増減率

個別算定経費（ｂ、ｃ、ｄ除く）（ａ） 8,695,153 8,402,732 △ 3.4

地域経済・雇用対策費（ｂ） 154,325 114,051 △ 26.1

地域の元気づくり推進費（ｃ） 101,208 0 皆減

地域の元気創造事業費（ｄ） 0 191,275 皆増

公債費（ｅ） 1,271,451 1,372,566 8.0

包括算定経費（ｆ） 1,438,527 1,354,265 △ 5.9

臨時財政対策債振替相当額（ｇ） 866,051 820,092 △ 5.3

算出額計（ア）（ａ+ｂ+ｃ+ｄ+ｅ+ｆ-g） 10,794,613 10,614,797 △ 1.7

錯誤額（イ） 0 15,197 皆増

計   Ａ（ア＋イ） 10,794,613 10,629,994 △ 1.5

算出額（ウ） 4,681,175 4,691,892 0.2

錯誤額（エ） 0 △ 441 皆減

計   Ｂ（ウ＋エ） 4,681,175 4,691,451 0.2

交付基準額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 6,113,438 5,938,543 △ 2.9

調整額 Ｄ 0 0 -

交付額 Ｅ(Ｃ－Ｄ) 6,113,438 5,938,543 △ 2.9

区    分

基準財政需要額

基準財政収入額

 

 

（３）国 庫 支 出 金 

 

国庫支出金の決算額は、２，２７８，５６３千円で、前年度（２，７１２，３０８千円）に比べ、４

３３，７４５千円、１６．０％の減となった。うち、普通建設事業費支出金は４７１，９７８千円で、

前年度（８２９，８６３千円）に比べ３５７，８８５千円、４３．１％の減、災害復旧事業費支出金は

６７，８７９千円で、前年度（１２，８２９千円）に比べ、５５，０５０千円、４２９．１％の増とな

った。増減の大きな要因は、社会資本整備総合交付金の減（前年比２５３，９７５千円の減）や、国の

補正予算で設立された地域の元気臨時交付金の皆減（５２７，４６０千円の減）、小中学校施設の耐震

化事業の完了に伴う、学校施設環境改善交付金の減（前年比９７，６６２千円の減）、児童手当負担金

の減（前年比１７，１３９千円の減）などが挙げられる。 

 

（４）県 支 出 金 

 

県支出金の決算額は、１，８８８，９８６千円で、前年度（１，７２１，９７９千円）に比べ１６７，

００７千円、９．７％の増となった。うち、普通建設事業費支出金は５３６，２２７千円で、前年度（４

０３，５４３千円）に比べ１３２，６８４千円、３２．９％の増、災害復旧事業費支出金は１４５，４

０２千円で、前年度（６９，５７９千円）に比べ７５，８２３千円、１０９．０％の増となった。 

主な増減要因は、安心こども基金推進事業費補助金の増（１５８，６７３千円の増）、児童手当費負担

金の皆増（１０２，５４２千円の皆増）、災害復旧費補助金の増（前年比７５，８２３千円の増）、子ど

も手当費負担金の皆減（前年比１０６，３７０千円の皆減）などが挙げられる。 
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（５）市 債 

 

市債の決算額は、２，１１５，８９２千円で、前年度（３，３０７，４５１千円）に比べ１，１９１，

５５９千円、３６．０％の減となった。主な内訳は、第５表に示したとおりである。 

緊急防災・減災事業債において、市庁舎移転整備事業などで１，０６５，９００千円、６９．０％の

減、辺地対策事業債が１８，４００千円、１２．７％の増、公共事業等債が４３，６００千円、８．２％

の減、災害復旧事業債が３７，８００千円、２０３．２％の増となっている。 

本市における平成２６年度臨時財政対策債の発行可能額は８２０，０９２千円で、４５，９５９千円、

５．３％の減となった。 

 

 

（６）そ の 他 の 歳 入 

 

その他の歳入のうち一般財源では、平成２６年４月からの消費税率の引き上げの影響により地方消費

税交付金が１０２，５４５千円、２４．６％の増となった。また、株式配当の増加や軽減税率特例措置

の廃止（平成２５年１２月）の影響で県民税配当割が増加したことにより、配当割交付金が２３，１９

４千円、８３．８％の増となった。一方で、平成２６年度税制改正に伴って、税率の引き下げやエコカ

ー減税の拡充が実施されたこと等により自動車取得税交付金が３８，３７３千円、６０．２％の減とな

った。その他、地方譲与税は９，４２８千円、４．５％の減、ゴルフ場利用税交付金は６８３千円、６．

２％の増、株式等譲渡所得割交付金は１２，３３７千円、３３．０％の減、利子割交付金は２，１６４

千円、１２．８％の減、地方特例交付金は１，２９９千円、６．７％の減、交通安全対策特別交付金は

９０６千円、１４．７％の減となった。 

分担金及び負担金では、高岡広域エコ・クリーンセンターの開業などに伴い、２４，０２２千円、８．

６％の減、手数料も同様の理由などにより、３２，３９４千円、２１．３％の減、使用料では、児童数

の減少などにより、６９９千円、０．５％の減となっている。その他、諸収入で１８，１３４千円、１．

８％の減、財産収入で１２，１８０千円、１４．０％の減、寄附金で２５，４２１千円、９６．２％の

増などとなっている。 
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第５表 市債発行額の状況 

 

534,200 490,600 △ 43,600 3,117,170

0 0 0 472,603

18,600 56,400 37,800 221,736

0 69,700 69,700 69,700

1,369,800 0 △ 1,369,800 2,554,700

154,700 0 △ 154,700 1,221,630

0 0 0 169,569

0 0 0 165,978

0 0 0 6,300

209,600 515,300 305,700 6,052,173

うち(旧)地域総合整備事業債 0 0 0 2,466,774

うち地方道路等整備事業債 2,000 0 △ 2,000 1,505,507

うち一般事業債（河川等分） 0 0 0 72,540

うち（新）緊急防災・減災事業債 175,900 479,800 303,900 655,700

145,400 163,800 18,400 1,460,081

0 2,819

0 0 0 185,786

0 0 0 594

0 25,840

0 350,204

0 59,386

866,051 820,092 △ 45,959 7,821,248

7,600 0 △ 7,600 111,270

0 0 0 71,530

1,500 0 △ 1,500 532,056

0 0 0 ※

3,307,451 2,115,892 △ 1,191,559 24,672,373

辺地対策事業債

厚生福祉施設整備事業債

区　分
平 成 ２ ６ 年 度
発 行 額

差引増減額

施設整備事業債

一般補助施設整備等事業債

平 成 ２ ５ 年 度
発 行 額

全国防災事業債

平成２６年度末
現 在 高

（旧）緊急防災・減災事業債

臨時財政特例債

公共事業等債

公営住宅建設事業債

災害復旧事業債

学校教育施設等整備事業債

一般廃棄物処理事業債

財源対策債

減収補てん債

公的資金補償金免除繰上償還に伴う借換債

合　計

減税補てん債

臨時税収補てん債

臨時財政対策債

地方道路整備臨時貸付金

簡易水道事業債

上水道事業出資債

一般単独事業債
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４ 歳 出 の 状 況 

 

平成２６年度の歳出決算額は、２１，６７９，３４７千円で、前年度（２３，８７５，８８２千円）

に比べ２，１９６，５３５千円、９．２％の減（前年度２．６％増）となった。 

 

（１）目的別歳出決算額の状況 

目的別歳出決算額の状況は、第６表のとおりである。 

 

第６表   一般会計目的別歳出決算額の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 25／24 26／25

議会費 231,358 1.0 225,064 1.0 231,687 1.1 △ 2.7 2.9

総務費 3,745,296 16.1 5,293,352 22.2 2,808,457 13.0 41.3 △ 46.9

民生費 4,590,754 19.7 4,635,852 19.4 6,290,100 29.0 1.0 35.7

衛生費 2,955,910 12.7 3,152,813 13.2 1,827,566 8.4 6.7 △ 42.0

労働費 59,320 0.3 78,638 0.3 92,175 0.4 32.6 17.2

農林水産業費 1,185,719 5.1 1,408,212 5.9 1,570,117 7.3 18.8 11.5

商工費 1,330,200 5.7 1,046,059 4.4 1,105,873 5.1 △ 21.4 5.7

土木費 2,372,445 10.2 2,515,746 10.5 2,290,951 10.6 6.0 △ 8.9

消防費 528,566 2.3 646,270 2.7 723,323 3.3 22.3 11.9

教育費 2,818,860 12.1 1,758,050 7.4 1,596,728 7.4 △ 37.6 △ 9.2

災害復旧費 145,098 0.6 124,784 0.5 292,513 1.3 △ 14.0 134.4

公債費 3,296,997 14.2 2,991,042 12.5 2,849,857 13.1 △ 9.3 △ 4.7

諸支出金 0.0 0 0.0 0 0.0 - -

合   計 23,260,523 100.0 23,875,882 100.0 21,679,347 100.0 2.6 △ 9.2

（単位：千円、％）

区   分
平成２４年度 増減率平成２５年度 平成２６年度

 

歳出総額に占める構成比は、民生費が２９．０％（前年度１９．４％）で最も大きく、次いで、公債

費が１３．１％（前年度１２．５％）、総務費が１３．０％（前年度２２．２％）、土木費１０．６％（前

年度１０．５％）、衛生費が８．４％（前年度１３．２％）、教育費７．４％（前年度７．４％）などと

なっている。 

前年度と比べて増減の大きなものをみると、災害復旧費で１６７，７２９千円、１３４．４％の増、

民生費では、保育所民営化推進事業費で、２０５，１１４千円の増、子育て世帯臨時特例給付金給付事

業費で５４，３１０千円の皆増、臨時福祉給付金給付事業費で９７，７７８千円の皆増などにより、１，

６５４，２４８千円の増、３５．７％の増となり、総務費では、市庁舎移転整備事業費で１，２６８，

０７８千円の減、旧市民病院跡地購入費で４４０，７０２千円の皆減などにより、２，４８４，８９５

千円、４６．９％の減となった。 

その他、衛生費で１，３２５，２４７千円、４２．０％の減、労働費で１３，５３７千円、１７．２％

の増となり、農林水産業費で１６１，９０５千円、１１．５％の増、商工費で５９，８１４千円、５．

７％の増、消防費で７７，０５３千円の増、１１．９％の増、議会費で６，６２３千円、２．９％の増、

教育費で１６１，３２２千円、９．２％の減、土木費で２２４，７９５千円、８．９％の減、 

公債費で１４１，１８５千円、４．７％の減となっている。目的別歳出決算額の構成比の推移は、第５

図のとおりである。 
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区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

総務費 11.9 11.2 12.0 12.3 15.3 12.4 11.1 16.1 22.2 13.3

民生費 19.1 18.6 20.0 18.3 18.7 22.4 20.0 19.7 19.4 23.9

衛生費 12.1 13.6 13.1 13.4 13.1 13.5 15.8 12.7 13.2 13.5

農林水産業費 9.0 10.4 7.7 7.6 6.4 7.3 6.4 5.1 5.9 6.4

土木費 12.5 13.1 13.3 12.6 11.3 9.8 10.3 10.2 10.5 11.4

教育費 8.9 6.8 6.9 6.9 7.5 8.4 11.1 12.1 7.4 8.5

公債費 16.8 17.1 17.8 18.8 17.9 17.3 15.5 14.2 12.5 13.1

その他 9.7 9.2 9.2 10.1 9.8 8.9 9.8 9.9 8.9 9.9
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40%

50%
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100%
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第５図 目的別歳出決算額の構成比の推移

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費

教育費

公債費

その他

 

（２）性質別歳出決算額の状況 

 

性質別歳出決算額の状況は、第７表のとおりである。 

①  義務的経費 

義務的経費の決算額は、９，６８３，６０５千円で、前年度（９，５５４，１０２千円）に比べ１２

９，５０３千円、１．４％の増となっており、歳出総額に占める構成比も前年度に比べ４．６ポイント

上がり、４４．６％となった。 

人件費の決算額は、３，５８４，８８１千円で、前年度（３，５１２，０９０千円）に比べ７２，７

９１千円、２．１％の増となった。共済組合負担金や退職手当組合負担金は３２，７７９千円、３．１％

の増となった。職員給与費は、給与改定等により前年度に比べ、２６，８１２千円、１．２％の増とな

った。内訳は、第８表のとおりである。 
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第７表 一般会計性質別歳出決算額の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 25／24 26／25

3,769,886 16.2 3,512,090 14.7 3,584,881 16.6 △ 6.8 2.1

うち職員給 2,415,075 10.4 2,261,392 9.5 2,272,451 10.5 △ 6.4 0.5

2,985,185 12.8 3,050,970 12.8 3,248,867 15.0 2.2 6.5

3,296,995 14.3 2,991,042 12.5 2,849,857 13.1 △ 9.3 △ 4.7

元利償還金 3,296,992 14.2 2,991,041 12.4 2,849,854 13.0 △ 9.3 △ 4.7

一時借入金利子 3 0.1 1 0.1 3 0.1 △ 66.7 200.0

10,052,066 43.3 9,554,102 40.0 9,683,605 44.7 △ 5.0 1.4

4,147,118 17.8 5,500,188 23.1 3,413,305 15.7 32.6 △ 37.9

補助事業費 2,725,890 11.7 2,168,803 9.1 1,418,178 6.5 △ 20.4 △ 34.6

単独事業費等 1,421,228 6.1 3,331,385 14.0 1,995,127 9.2 134.4 △ 40.1

145,098 0.6 124,784 0.5 292,513 1.4 △ 14.0 134.4

0 0.0 0 0.0 0 0.0 - -

4,292,216 18.4 5,624,972 23.6 3,705,818 17.1 31.1 △ 34.1

1,931,552 8.3 2,012,229 8.4 2,285,048 10.5 4.2 13.6

212,049 0.9 165,637 0.7 242,950 1.1 △ 21.9 46.7

1,975,961 8.5 2,012,562 8.4 1,743,852 8.0 1.9 △ 13.4

1,234,010 5.3 912,583 3.8 380,847 1.8 △ 26.0 △ 58.3

249,519 1.1 352,995 1.5 291,829 1.3 41.5 △ 17.3

737,045 3.1 706,200 3.0 706,200 3.3 △ 4.2 0.0

2,576,105 11.1 2,534,602 10.6 2,639,198 12.2 △ 1.6 4.1

8,916,241 38.3 8,696,808 36.4 8,289,924 38.2 △ 2.5 △ 4.7

23,260,523 100.0 23,875,882 100.0 21,679,347 100.0 2.6 △ 9.2

（単位：千円、％）

区      分
増減率

人件費

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

扶助費

公債費

義務的経費計

普通建設事業費

災害復旧事業費

投資及び出資金

繰出金

その他の経費計

合    計

失業対策事業費

投資的経費計

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

貸付金

 

 

第８表 人件費の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

157,360 4.5 168,485 4.7 11,125 7.1

31,969 1.0 33,660 0.9 1,691 5.3

2,261,392 64.2 2,288,204 63.8 26,812 1.2

基本給 1,497,273 42.5 1,514,450 42.2 17,177 1.1

その他の手当 764,119 21.7 773,754 21.6 9,635 1.3

525,507 15.0 546,712 15.3 21,205 4.0

533,226 15.2 544,800 15.2 11,574 2.2

2,636 0.1 3,020 0.1 384 14.6

3,512,090 100.0 3,584,881 100.0 72,791 2.1合計

市長等の特別職の給与費

職員給与費

地方公務員共済組合負担金

退職手当組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

（単位：千円、％）

区分
比較

議員・委員等報酬手当

平成２５年度 平成２６年度
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扶助費の決算額は、３，２４８，８６７千円で、前年度（３，０５０，９７０千円）に比べ６５，７

８５千円、２．２％の増となった。主な増減の要因は、社会福祉費においては、障害福祉サービス支給

事業費が４８，６８５千円の増、生活保護費では１，７５３千円の増、児童福祉費では児童手当支給事

業費が２５，１３９千円の減、民間保育所運営委託事業費が２４，５４９千円の増となったことなどで

ある。また、内訳は第９表のとおりである。 

 

第９表 扶助費の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

社会福祉費 859,517 28.2 1,002,239 30.8 62,196 7.8

老人福祉費 21,862 0.7 21,693 0.7 △ 486 △ 2.2

児童福祉費 1,893,998 62.1 1,948,488 60.0 △ 6,149 △ 0.3

生活保護費 257,501 8.4 259,254 8.0 10,170 4.1

災害救助費 0 0.0 0 0.0 － －

小計 3,032,878 99.4 3,231,674 99.5 65,731 2.2

366 0.1 216 0.1 △ 21 △ 5.4

17,726 0.5 16,977 0.4 75 0.4

3,050,970 100.0 3,248,867 100.0 65,785 2.2

平成２５年度 平成２６年度

２   衛生費

３   教育費

合    計

（単位：千円、％）

区   分
比較

１
　
民
生
費

 

 

公債費の決算額は、２，８４９，８５７千円で前年度（２，９９１，０４２千円）に比べ１４１，１

８５千円、４．７％の減となった。公債費においては平成２６年度末に行った任意の繰上償還額を含む

ものであり、繰上償還額１５０，２１２千円を除いた公債費は２，６９９，６４５千円で、前年度に比

べ１２６，５８７千円、４．５％の減となっている。第６図は、市債発行額と公債費の推移を示したも

のである。 

市債の発行額は、２，１１５，８９２千円となり、前年度の額（３，３０７，４５１千円）に比べ１，

１９１，５５９千円、３６．０％の減であった。増要因は歳入の状況にて前述したとおりである。 

 

本市の歳入の大部分を占める地方交付税の大幅な増加が見込めない上、緩やかな景気回復を見込むも

のの市税の大きな伸びが期待できない近年、公債費においては過去に発行した市債償還額のピークを超

えた今現在も依然として市の財政運営を圧迫し、苦しい財政状況が続く見込である。本市においては、

平成１５年度から財政健全化プログラムを実施し、市債発行の抑制など公債費の適正化を図っているが、

引き続き財政運営の健全化に努めていかなければならない。
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区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

市債発行額 2,144 1,848 1,599 1,427 1,403 1,709 1,980 2,847 3,307 2,116

公債費 3,638 3,695 3,678 3,733 3,728 3,701 3,515 3,297 2,991 2,850

※借換債及び借換に伴う償還額、ひみ市民債積立償還分を除く

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

決
算
額

単位：百万円

第６図 市債発行額と公債費の推移

市債発行額

公債費

 

 

 

 

②  投資的経費 

投資的経費の決算額は、３，７０５，８１８千円で、前年度（５，６２４，９７２千円）に比べ１，

９１９，１５４千円、３４．１％の減となり、歳出総額に占める構成比も前年度から６．６ポイント減

少し１７．０％となった。投資的経費の内訳は、第１０表のとおりである。また、普通建設事業費のう

ち単年度の予算額が ５０，０００千円を超える主な事業の内訳については、第１１表のとおりである。 

普通建設事業費の決算額は、３，４１３，３０５千円で、前年度（５，５００，１８８千円）に比べ

２，０８６，８８３千円、３７．９％の減となった。うち補助事業では、市道氷見南インター線道路改
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良事業費で１４２，２９６千円の増、漁業交流施設整備事業費１２７，８１７千円の増、小学校施設非

構造部材耐震化推進事業費５９，７５１千円の皆増となった一方、事業完了に伴い中学校武道場整備事

業費１９９，６１０千円の皆減、朝日丘小学校改築事業費１４６，５３８千円の皆減、市民プール木質

バイオマスボイラー整備事業費１０７，７２５千円の減となったことなどにより全体で７５０，６２５

千円、３４．６％の減となった。単独事業等では、保育所民営化推進事業費２０５，１１４千円の増、

消防救急無線デジタル化整備事業費１８０，６０３千円の増、幼稚園施設整備事業費補助金１３０，４

５２千円の皆増、市庁舎移転整備事業費１，５７８，８８８千円の減、旧市民病院跡地購入費４４０，

７０２千円の皆減、防災行政無線整備事業費１２９，６０８千円の皆減などにより、全体で１，３３６，

２５８千円、４０．１％の大幅減となった。 

目的別では、土木費１，１１９，１５１千円（構成比３２．８％）、農林水産業費８３０，４７８千

円（構成比２４．３％）となり、この２つで全体の６割弱を占める。次に民生費４１１，４７７千円（構

成比１２．１％）、総務費４０２，９２０千円（構成比１１．８％）、教育費３１８，２７１千円（構成

比９．３％）、消防費２３１，８０６千円（構成比６．８％）、衛生費８１，９４２千円（構成比２．４％）、

商工費１３，５９０千円（構成比０．４％）、労働費３，６７０千円（構成比０．１％）となった。 

対前年度比で決算額が増加したのは商工費、民生費、消防費である。 

商工費では、観光施設整備事業費で１３，５６９千円の増により、１３，５９０千円、６４６１４．

３％の増となった。民生費では、保育所民営化推進事業費で２０５，１１４千円の増、地域介護・福祉

空間整備事業費で６１，６３２千円の増などにより２９４，８４８千円、２５２．８％の増となった。

消防費では、消防指令事務協働運用負担金で１２８，２６９千円の皆減があったものの、消防救急無線

デジタル化整備事業費で１８０，６０３千円の増などにより、４６，８１５千円、２５．３％の増とな

った。 

一方、対前年比の決算額が大きく減少したのは総務費である。市庁舎移転整備事業費１，５７８，８

８８千円の減、旧市民病院跡地購入費４４０，７０２千円の皆減などにより１，８４２，９７３千円、

８２．１％の減となった。 

災害復旧費の決算額は、２９２，５１３千円で、前年度（１２４，７８４千円）に比べ１６７，７２

９千円、１３４．４％の増となった。平成２６年度においては補助事業のみであり、現年分で６０，５

０６千円、平成２５年度からの繰越分で２３２，００７千円の復旧事業を行い、決算額は合わせて２９

２，５１３千円で、１７０，４１３千円、１３９．６％の増となった。また、１５７，３９８千円を平

成２７年度に繰り越している。災害復旧費については、災害の発生は年度途中でかつ突発的であるため、

その年度内に復旧事業が完了できずに翌年度に繰り越す場合が多く、災害発生年度と災害復旧費の決算

額は必ずしも一致しない。また、中山間地域に居住区域を多く抱える氷見市は、例年県内の各市町村と

比較して高い水準で推移しているのが特徴である。 
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第１０表   平成２６年度投資的経費決算額調 

（参考）

国庫支出金 県支出金
分・負担金

寄付金 市債 その他 一般財源
前年度決算額

3,413,305 458,729 471,012 480 1,239,400 513,246 730,438 5,500,188

1,418,178 458,729 244,799 472,500 71,351 170,799 2,168,803

議会費

総務費 38,458 1,473 12,489 24,496 45,451

民生費 131,758 120,782 10,976 37,200

衛生費 49,115 14,605 10,786 1,100 22,624 82,216

労働費

農林水産業費 426,081 26,400 104,136 174,700 50,000 70,845 420,846

商工費

土木費 650,785 381,035 300 227,000 8,862 33,588 1,051,869

消防費 31,310

教育費 121,981 35,216 8,795 69,700 8,270 499,911

1,995,127 226,213 480 766,900 441,895 559,639 3,331,385

議会費

総務費 364,462 302,600 32,766 29,096 2,200,442

民生費 279,719 67,699 99,143 112,877 79,429

衛生費 32,827 32,827 71,521

労働費 3,670 3,670 4,322

農林水産業費 404,397 48,733 480 114,100 24,786 216,298 489,401

商工費 13,590 11,923 1,667 21

土木費 468,366 22,813 151,100 225,680 68,773 258,535

消防費 231,806 199,100 32,028 678 153,681

教育費 196,290 86,968 11,899 97,423 74,033

諸支出金

292,513 67,879 145,402 1,290 56,400 9,817 11,725 124,784

292,513 67,879 145,402 1,290 56,400 9,817 11,725 122,100

農林水産施設 178,575 145,402 1,290 19,500 12,383 93,259

土木施設 113,938 67,879 36,900 9,159 28,841

その他施設

2,684

農林水産施設

土木施設 133

その他施設 2,551

3,705,818 526,608 616,414 1,770 1,295,800 523,063 742,163 5,624,972

(２)単独事業費等

２   災害復旧費

（１）補助事業費

（２）単独事業費

３   失業対策事業費

投資的経費合計

（単位：千円）

区    分 決算額

財源内訳

１   普通建設事業費

(１)補助事業費
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第１１表 普通建設事業一覧表（単年度予算額が50,000千円を超えるもの） 

事業名 予算額　A 決算額　B
対予算額

比率
B/A

翌年度
繰越額

前年度
決算額　C

対前年度
比率
B/C

漁業交流施設整備事業費 291,760 268,636 92.1% 0 140,819 190.8%

保育所民営化推進事業費 215,147 210,863 98.0% 0 5,749 3667.8%

市道氷見南インター線道路改良
事業費

197,020 120,544 61.2% 76,456 41,624 289.6%

市南部地区浸水対策事業費 172,800 90,026 52.1% 81,697 27,877 322.9%

国営総合かんがい排水事業費負
担金

160,534 160,534 100.0% 0 211,035 76.1%

都市再生整備計画事業費 149,200 5,833 3.9% 143,171 9,184 63.5%

小学校施設非構造部材耐震化推
進事業費

111,200 0 0.0% 111,200 0 -

※表中の決算額は繰越事業に係る額を除く。

（単位：千円）

 

 

 

③  その他の経費 

その他の経費の決算額は、８，２８９，９２４千円で、前年度（８，６９６，８０８千円）に比べ４

０６，８８４千円、４．７％の減となった。 

物件費の決算額は、２，２８５，０４８千円で、前年度（２，０１２，２２９千円）に比べ２７２，

８１９千円、１３．６％の増となった。主な要因として、旧市庁舎解体事業費で１２０，２４５千円の

増などが挙げられる。 

維持補修費の決算額は、２４２，９５０千円で、前年度（１６５，６３７千円）に比べ７７，３１３

千円、４６．７％の増となった。主な要因は、除雪対策事業費６０，０３４千円の増などである。 

補助費等の決算額は、１，７４３，８５２千円で、前年度（２，０１２，５６２千円）に比べ２６８，

７１０千円、１３．４％の減となった。主な要因としては、高岡地区広域圏事務組合分担金の２７０，

７９２千円の減などが挙げられる。 

積立金の決算額は、３８０，８４７千円で、前年度（９１２，５８３千円）に比べ５３１，７３６千

円、５８．３％の減となった。主な要因としては、ふるさとづくり基金への積立の３６０，３３４千円

の減（地域の元気臨時交付金３５２，０１０千円積立の減）、減債基金で１４９，９７４千円の減、財
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政調整基金で２０，２２０千円の減などが挙げられる。 

投資及び出資金の決算額は、２９１，８２９千円で、前年度（３５２，９９５千円）に比べ６１，１

６６千円、１７．３％の減となった。要因としては、病院事業会計への出資金が４８，８９４千円の減

となったほか、並行在来線対策事業費での１０，０００千円の出資が皆減となったためである。 

貸付金の決算額は、７０６，２００千円で、前年度（７０６，２００千円）に比べ同額で増減なしで

あった。 

繰出金の決算額は２，６３９，１９８千円で、前年度（２，５３４，６０２円）に比べ１０４，５９

６千円、４．１％の増となった。主な要因は、国民健康保険特別会計繰出金で４０，８１７千円の増、

後期高齢者医療事業特別会計繰出金で２４，１８６千円の増などによるものなどである。 

 

④ 性質別歳出決算額の構成比の推移 

性質別歳出決算額の構成比の推移は、第７図のとおりである。 

平成２６年度は例年にはない特殊要因として、普通建設事業費では市道氷見南インター線道路改良事

業費や漁業交流施設整備事業費、保育所民営化推進事業費、消防救急無線デジタル化事業費などが挙げ

られ、その他の経費では、旧市庁舎解体事業費、除雪対策事業費などが上げられる。第７図を見ると、

特に投資的経費の増減に影響が顕著に現われている。この特殊要因を除いた構成比は、義務的経費４７．

４％（前年度４４．８％）、投資的経費１４．０％（前年度１５．３％）、その他の経費３８．６％（前

年度３９．９％）となる。 

義務的経費の比率は、平成６年度以降上昇傾向にあり、平成１７年度は公債費が償還の谷間に入った

ためいったん下がったが、平成２０年度の償還のピークに向かって再び増加してきた。償還のピークを

過ぎ、市債の新規発行を抑制していることから、今後は公債費においては減少傾向が続くことが想定さ

れる。人件費においては職員数の削減等で職員給が減少しており、構成比においても減少傾向が続いて

いる。ただし、平成２６年度においては、前年度と比べると、投資的経費が大幅に減となったため、構

成比において、他の経費の構成比が増となっている。一方、投資的経費の比率は、財政健全化緊急プロ

グラムが策定された平成１５年度以降は２０％台を下回り減少している。しかし、平成２１年度以降に

おいては、国の補正予算に係る交付金事業等の増加、小中学校改築事業や小中学校耐震化事業、市庁舎

移転整備事業などの大型事業により、構成比は増加している。その他の経費では、物件費や維持補修費

において適正化を図っているものの、介護保険特別会計を初め各特別・企業会計への繰出金の増や、広

域圏ごみ処理場整備を行う高岡地区広域圏事務組合への分担金の増などにより増加傾向にある。 
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区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

義務的経費 48.0 47.9 49.1 49.8 47.9 48.4 45.3 43.2 40.0 44.7

 うち人件費 21.3 21.2 21.0 20.5 19.2 18.0 17.0 16.2 14.7 16.5

 うち公債費 16.8 17.1 17.8 18.8 17.9 17.3 15.6 14.2 12.5 13.1

投資的経費 17.5 17.5 15.7 13.6 13.0 15.4 16.3 18.4 23.6 17.1

その他の経費 34.5 34.6 35.2 36.5 39.1 36.2 38.4 38.4 36.4 38.2

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

構
成
比

単位：％ 第７図 性質別歳出決算額の構成比の推移

義務的経費 うち人件費 うち公債費 投資的経費 その他の経費
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「普通会計」とは、公営事業会計以外の会計を総合してひとつにまとめたものをいい、地方財政状

況調査の決算統計上統一的に用いられている概念上の会計である。本市の平成２６年度決算の場合は、

一般会計及び育英資金特別会計をまとめたものである。その普通会計の財政指標などを県内他市や全国

類似団体(人口と産業構造による分類別。平成１６年度まではⅡ－２、平成１７年度以降はⅡ－１)と比

較して、現在の本市の財政状況を明らかにする。 

 

１ 経常収支比率 

 

地方公共団体は、変化する社会経済や新たな行政需要に対応するため財政構造の弾力性を確保しなけ

ればならない。この財政構造の弾力性を判断する指標のひとつとして、一般的に経常収支比率が用いら

れる。経常収支比率とは、経常的経費に充当された一般財源の経常一般財源総額に占める割合である。 

これは、地方税、普通

交付税を中心とする経常

的な収入である一般財源

が、人件費、扶助費、公

債費などをはじめとする

容易に縮減することので

きない経常的経費にどの

程度充当されているかに

よって財政構造の弾力性

を判断しようとするもの

であり、一般的には、都

市では７５％が妥当で、

８０％を上回ると財政構

造の弾力性が失いつつあ

るとされている。 

本市の経常収支比率の

推移は、第８図のとおり

である。 

平成１５年度以降、経

常収支比率は悪化が続い

ていたが、公債費の償還

がピークを迎えた平成２

０年度に経常収支比率も

ピークとなり、公債費が

減少に転じてからは数値

の改善が見られる。一般財源においては、平成２６年度は市税で前年度比約９，３３３千円の増、地方

交付税及び臨時財政対策債で前年比約５９８，０１４千円の減となるなど、総じて１，８３３，３９９

千円の減額となった。 

充当経費別では、人件費が平成６年度の３９．２％をピークに徐々に減少しつづけ、平成１５年度に

区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

経常収支比率 86.4 87.3 87.8 89.4 88.6 83.9 83.3 82.2 81.9 82.8

うち人件費 30.3 29.6 29.3 29.6 28.5 25.5 26.2 25.3 24.2 24.8

うち公債費 25.1 25.9 26.7 27.4 25.5 23.8 22.5 21.7 20.8 20.1

うち物件費 9.8 10.5 9.6 9.1 8.9 8.8 9.2 9.2 9.8 10.2

うち扶助費 5.9 5.8 5.8 5.9 6.1 6.0 6.4 7.1 7.6 7.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

単位：％第８図 経常収支比率の推移

経常収支

比率

うち人件

費

うち公債

費

うち物件

費

うち扶助

費
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は職員給与費などの大幅な削減を行った結果一気に減少した。その後は、保育所費の人件費等に充当さ

れていた保育所運営費負担金の一般財源化などの増加要因もあったが、人員の削減等による人件費抑制

の取り組みを進めており、比率は減少傾向が続いている。公債費については、平成２０年度の公債費償

還額のピークを過ぎたこと、借入抑制などにより減少している。 

第１２表は、本市の経常収支比率を県内各市及び全国類似団体と比較したものである。本市の経常収

支比率は、単独給与カットを行った平成１５年度以降各市平均を上回り、県内でも上位を保っていたが、

平成２０年度、平成２１年度は公債費や特別会計への繰出金の増加や、普通交付税の減少などにより各

市平均を下回った。平成２２年度以降においては、人件費、公債費の減少などにより各市平均を上回っ

たものとなった。今後は公営企業への繰出金、高岡地区広域圏事務組合への分担金などが高い水準で推

移することが見込まれ、経費の抑制に向けてより一層の努力が必要である。 

 

 

第１２表   経常収支比率の状況 （単位：％）

年度

区分

80.8 86.5 85.4 91.5 91.0 89.4 87.1 89.6 90.0 89.5 90.0

87.0 86.6 86.9 89.0 88.5 87.8 83.4 84.6 89.2 87.3 85.9

88.3 88.9 87.6 91.3 89.9 91.7 87.5 89.5 88.8 86.9 90.2

86.8 88.4 87.8 91.9 85.8 83.4 81.9 83.9 82.8 80.0 86.1

81.8 80.0 84.8 90.1 85.3 84.4 80.9 83.6 81.5 82.6 80.7

88.9 89.2 89.3 90.5 89.3 87.2 83.6 82.9 84.0 82.1 83.3

91.1 91.4 91.4 91.7 90.1 87.2 85.6 85.7 85.7 85.4 85.6

89.9 91.9 92.0 91.0 86.7 82.9 80.5 78.2 84.4 77.3 81.4

84.8 86.4 86.4 86.8 88.9 89.3 89.8 87.0 87.9 88.6 88.0

85.6 86.4 87.3 87.8 89.4 88.6 83.9 83.3 82.2 81.9 82.8

86.5 87.6 87.9 90.2 88.5 87.2 84.4 84.8 85.7 84.2 85.4

86.3 88.6 92.1 93.5 93.0 91.8 89.2 89.6 90.2 89.6 未定

※上記数値は、経常一般財源に臨時財政対策債、減税補てん債を含む数値である。

※最新年度の数値は速報値である。以下、第２０表まで同じ。

※表中及び第１３表中「射水市」は、平成１６年度以前は「新湊市」と読み替える。

H22

富山市

高岡市

魚津市

滑川市

黒部市

H24H23H16 H17 H18 H19 H20 H21 H26H25

※平成１６年度には砺波市及び南砺市、１７年度には富山市、高岡市、射水市及び黒部市が合併により
新市として誕生しているが、富山市を除き、合併の年度における決算は合併前の団体における当該年度
決算を合算したものである。また、富山市の１７年度における決算は合併前の団体における１６年度出
納整理期間中の決算を合算したものである。以下、第１６表まで及び第１８表において同じ。

全国類似団体

砺波市

小矢部市

南砺市

射水市

氷見市

県内各市単純平均
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平成２６年度 

 

一般会計等及び 

公営企業決算の概況 
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第１３表

年度

区分

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

－ －

H25

富山市

高岡市

魚津市

H26

実質赤字比率の状況

氷見市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

南砺市

射水市

平成２１年４月１日から全面施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財政健全化

法）は、地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表を義務付け、その比率に応じて、地方公共団

体が財政の早期健全化及び再生並びに公営企業の経営健全化を図るための計画を策定し、当該計画の実

施の促進を図るための行財政上の措置を講ずるために制定されたものである（比率の公表に関する規定

は、平成２０年から施行されており、平成１９年度決算に基づく比率から公表されている）。 

従来の「地方財政再建促進特別措置法（財政再建法）」との違いは、算定指標の公表及び早期健全化

基準の設定により、早期是正機能が不十分であった旧制度を見直し、財政再建団体となることを未然に

防ぐための財政規律を促すところにある。 

 

１ 一般会計等の健全化判断比率 

 

「一般会計等」とは、財政健全化法に規定される健全化判断比率算定の基礎となる概念上の会計で

あり、公営事業会計以外の会計を総合し重複を控除してひとつにまとめたものである。決算統計におけ

る「普通会計」が対象とする会計の範囲に相当するものであり、本市の平成２６年度決算の場合は一般

会計及び育英資金特別会計をまとめたものである。この一般会計等の健全化判断比率を県内他市や全国

類似団体と比較して、現在の本市の財政状況を解説していく。 

 

（１）実質赤字比率 

 

実質赤字比率は、一般会計等の実質赤字額が標準財政規模に占め

る割合を表すものである。本市では下表のとおり、一般会計等の実

質収支は７５８，３６９千円の黒字であり、実質赤字額はない。 

例年、財政調整基金をはじめとする各基金を取り崩し、年度内の

財源不足を補うことにより、実質収支の黒字を保っていたところで

あるが、近年においては、財政調整基金繰入金を除いても黒字が保

てる状況となった。今後も引き続き、単年度で収支均衡を達成でき

るような財務体質に改善に努める。 

本市及び県内各市の状況は、第１４表に示すとおりであるが、県

内のいずれの市においても実質収支は黒字であり、赤字は発生して

いない。なお、本市の早期健全化基準は１２．９５%、財政再生基

準は２０%である。 

 

第１４表
一般会計等の実質収支の状況 　（単位：千円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支

A B C（A－B） C－D

一般会計 22,749,399 21,679,347 1,070,052 314,659 755,393

育英資金特別会計 13,442 10,466 2,976 0 2,976

純計調整 -6 -6

一般会計等(普通会計) 22,762,835 21,689,807 1,073,028 314,659 758,369

会計
翌年度に繰越

すべき財源D
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第１５表

年度

区分

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

－ －

H25

富山市

高岡市

魚津市

H26

連結実質赤字比率の状況

氷見市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

南砺市

射水市

 

（２）連結実質赤字比率 

 

連結実質赤字比率は、公営企業会計も含めた全会計を連結し

ての実質的な赤字額が標準財政規模に占める割合を表すもので

ある。具体的には、一般会計及び各特別会計・公営企業会計の

実質赤字額または資金不足額の合計から、実質黒字額又は資金

剰余額を控除した額を標準財政規模で割ったものである。 

本市においては、下表のとおり全ての会計で実質黒字または

資金剰余が生じており、連結実質収支は２，４６１，０２６千

円の黒字であり、連結実質赤字比率はない。 

本市及び県内各市の状況は、第１６表に示すとおりであるが、

県内のいずれの市においても連結実質収支も黒字であり、赤字

は発生していない。なお、本市の早期健全化基準は１７．９５%、

財政再生基準は３０％である。 

 

　（単位：千円）

歳入／ 歳出／ 翌年度繰越財源／ 解消可能 実質収支額／

流動資産等 流動負債等 赤字企業債 資金不足額 資金不足・剰余額

A B C D A－B－C＋D

22,749,399 21,679,347 314,659 755,393

育英資金特別会計 13,442 10,466 0 2,976

国民健康保険特別会計 5,481,833 5,363,949 0 117,884

介護保険特別会計　保
険事業勘定

5,585,502 5,461,908 0 123,594

介護保険特別会計　介
護サービス事業勘定

30,557 30,557 0 0

後期高齢者医療事業特
別会計

623,189 621,147 0 2,042

水道事業会計 1,576,335 121,925 0 － 1,454,410

病院事業会計 363,439 552,147 303,670 406,920 0

下水道特別会計 1,543,305 1,538,578 0 － 4,727

2,461,026連結実質収支

第１６表

連結実質収支の状況

公営
企業
以外
の特
別会
計

公営
企業
の特
別会
計

会計

一般会計
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第１７表

実質公債費比率（３ヵ年平均）の状況 （単位：％）

年度

区分

13.9 13.8 13.5

16.0 15.5 15.1

16.6 15.4 14.6

13.7 12.5 11.4

17.7 16.8 15.9

17.2 15.7 13.9

17.2 16.0 14.7

10.1 8.1 7.2

15.6 14.9 13.0

18.7 16.5 14.2

15.7 14.5 13.4

10.3 9.6 未定

小矢部市

H24

南砺市

富山市

高岡市

H26H25

射水市

氷見市

県内各市単純平均

全国類似団体

魚津市

滑川市

黒部市

砺波市

（３）実質公債費比率 

 

実質公債費比率は、従来の起債制限比率では考慮

されていなかった特別・企業会計の企業債償還に充

てる繰入金や加入する一部事務組合の地方債償還に

充てる負担金、満期一括償還地方債の年度割償還相

当額、債務負担行為のうちの元利補給など公債費に

準じるものも算定に加えた実質的な公債費に費やし

た一般財源の額が標準財政規模に占める割合を表す

ものである。 

平成１８年度から地方債の発行が原則協議制とな

るにあたって導入された指標で、過去３ヵ年平均の

実質公債費比率が１８％以上の場合は従来通り国等

の許可が必要となり、公債費負担適正化計画の策定

が求められ、さらに２５％、３５％を超えると一定

の起債が制限されることになる。平成２０年度から

は財政健全化法の一指標として組み込まれ、２５％

が早期健全化基準、３５％が財政再生基準となっている。 

本市及び県内各市の状況は第１７表に示すとおりである。本市の比率（３ヵ年平均）は県内では高い

水準にあるが、平成２０年度の公債費のピークを過ぎ公債費が減少していることから、今後の比率はさ

らに改善していく見込である。しかしながら、緊急防災・減災事業債の多額の発行を行ったことにより、

公債費は高い水準で推移することなどが見込まれるため、今後も引き続き、公営企業も含めた市全体の

市債の発行の見直しを行い、実質公債費比率を改善させる必要がある。 

 

第１８表　　実質公債費比率の算定方法 （単位：千円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度

2,949,159 2,768,727 2,641,148

0 0 0

1,018,218 1,021,447 1,002,920

1,505 538 17,263

249,369 210,331 165,024

0 0 0

4,218,251 4,001,043 3,826,355

2,530,867 2,524,669 2,600,612

1,687,384 1,476,374 1,225,743

12,865,848 12,959,364 12,705,480

10,334,981 10,434,695 10,104,868

16.32% 14.14% 12.13%

項目

公債費充当一般財源等額

満期一括償還地方債年度割相当額

企業債償還財源算入繰入額

一部事務組合地方債償還財源負担額

公債費に準じる債務負担行為に係るもの

実質公債費比率（単年度）　Ｃ／Ｅ

一時借入金利子（繰替運用額を除く）

公債費及び準公債費充当一般財源額　Ａ

基準財政需要額算入公債費等の額　Ｂ

Ｃ（Ａ－Ｂ）

標準財政規模　Ｄ

Ｅ（Ｄ－Ｂ）
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第２０表　　将来負担比率の算定方法 （単位：千円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度

24,461,991 25,108,483 24,672,373

744,760 509,589 323,996

11,906,802 10,354,933 9,357,718

183,633 257,193 499,955

6,245,619 5,986,110 5,467,339

土地開発公社 0 0 0

損失補償等対象法人 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

43,542,805 42,216,308 40,321,381

4,991,141 5,431,831 5,488,267

564,001 483,219 438,700

24,558,739 23,989,642 23,626,187

30,113,881 29,904,692 29,553,154

13,428,924 12,311,616 10,768,227

12,865,848 12,959,364 12,705,480

2,530,867 2,524,669 2,600,612

10,334,981 10,434,695 10,104,868

129.9 117.9 106.5

項目

市債現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額

将来負担額　Ａ

充当可能基金

充当可能特定歳入

将来負担比率　Ｅ／Ｆ

基準財政需要額算入見込額

充当可能財源等　Ｂ

Ｅ（Ａ－Ｂ）

標準財政規模　Ｃ

基準財政需要額算入公債費等の額　Ｄ

Ｆ（Ｃ－Ｄ）

（４）将来負担比率 

 

将来負担比率は、一般会計等の市債現在高に加え、

特別・企業会計の地方債償還に今後充てるべき繰入金

の見込額や加入する一部事務組合の地方債償還に今

後充てるべき負担金の見込額、債務負担行為のうちの

元金補給などの公債費に準じるものの残高といった

実質的に公債費に準じるものの残高のほか、退職手当

負担見込額や損失補償契約等に伴って市が負う可能

性があると算定された債務など将来市が負担しうる

額を算定し、そこから交付税措置された分や充当可能

な基金などを控除した額が標準財政規模に占める割

合を表すものである。具体的には、下表のとおりであ

る。また、本市及び県内各市の状況は、第１９表に示

すとおりである。早期健全化基準（３５０％）には達していないが、県内で６番目に高い比率となった

ものの、依然として将来負担の水準が高いことがわかる。そのため、市債の残高等について身の丈に応

じた額に抑えていく必要がある。 

 

① 市債現在高 

市債現在高の推移は３４ページ付表

２のとおりである。平成２６年度末の一

般会計等市債現在高は２４，６７２，３

７３千円で、前年度末（２５，１０８，

４８３円）に比べ４３６，１１０千円、

１．７％の減、市債残高が過去１５年間

で最高となった平成１４年度末との対

比で７０．８％まで減少した。なお、公

営企業（下水道含む）において償還する

企業債も含めると平成２６年度末では

４３，４８３，６９７千円（対前年度末

比４．２％減）となり、平成１４年度末

との対比では６５．１％となっている。 

一般会計等市債現在高と標準財政規

模を比較し、その推移を示したものが第

９図である。市債現在高の標準財政規模

に対する割合は平成１４年度のピーク

で２．５７倍に達したが、平成１５年度

からの行財政健全化緊急プログラムの

市債発行額抑制により減少し、平成２６

年度末では１．９４倍となっている。 

第１９表

（単位：％）

年度

区分

181.7 159.1 141.7 130.4

171.7 173.1 174.1 175.1

145.1 135.5 127.1 123.6

70.8 50.3 45.3 51.4

113.7 96.1 76.9 99.3

100.4 78.3 60.9 67.8

161.1 151.5 178.2 199.9

2.9 0.0 0.0 0.0

147.4 128.1 122.1 109.0

157.0 129.9 117.9 106.5

125.2 110.2 104.4 106.3

H26

将来負担比率の状況

射水市

魚津市

H25

氷見市

H24H23

県内各市単純平均

富山市

高岡市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

南砺市
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単位：百万円

区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

標準財政規模 12,936 12,981 12,737 13,106 13,183 13,395 13,137 12,866 12,959 12,705

※市債残高 33,634 32,456 31,001 29,230 27,399 25,765 24,551 24,462 25,108 24,672

※Ｈ１８以前は普通会計の市債残高であるが、算定上、一般会計等の市債残高と差異はない。

第９図　市債現在高（普通会計）と標準財政規模の推移
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② 債務負担行為額 

地方公共団体は将来の支出を約束するものとして債務負担行為を行うことができるが、この債務負担

行為には、複数年度にわたる建設工事や土地購入等のように翌年度以降の経費支出が予定されているも

のと、債務保証や損失補償のように債務不履行等一定の事実が発生したときに支出されるものとがある。 

これらのうち将来負担比率に算入されるものは、元金補給や国営土地改良事業費負担金など実質的に

公債費と同等にみなされるもの（準公債費債務負担行為）及び債務保証や損失補償などである。準公債

費債務負担行為についてはその将来負担見込額全額が算入されている。債務保証や損失補償に基づくも

のについてはその損失補償等の対象となる法人等の財務状況に応じて市が将来負うであろう債務を算

定し、「設立法人の負債額等負担見込額」として算入される。本市の場合は氷見市土地開発公社及び氷

見市土地改良区に対して損失補償等を行っているが、いずれもその財務状況等を勘案して算入される額

はない。 

 

債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は、３５ページ付表３のとおりである。平成２６年度

末の翌年度以降支出予定額は１，６３６，０７２千円で前年度末（１，７５７，２０５千円）に比べ１

２１，１３３千円、６．９％の減となり、これは農林水産関係の過去の国営土地改良事業に対する負担

金や社会福祉関係施設への元利補給金などの減少によるものである。 



31 

 

③ 積立金現在高 

地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備えて積み立てを行っている。本

市の積立金現在高は３５ページ付表４のとおりである。一般会計等の平成２６年度末では４，５９５，

９１２千円で、前年度末（４，９６８，３４５千円）に比べ３７２，４３３千円、７．５％の減となっ

た。内訳は、財政調整基金の平成２６年度の積立額は３０１，５４５千円（法定積立３００，０８４千

円、利子積立１，４６１千円）となり、取崩し額が９８，６９０千円であったことから残高は２，２９

２，８０１千円となった。減債基金の積立額は７１９千円（利子積立７１９千円）となり、取り崩しが

１００，０００千円であったことから残高は１，００７，３６４千円となった。その他特定目的基金は

、積立額８１，５７９千円に対し、各事業費への充当等により５５７，５８６千円の取り崩しがあった

ため、残高は１，２９５，７４７千円と前年度末（１，７７１，７５４千円）に比べ４７６，００７千

円の減となった。その他特定目的基金のうち、ふるさとづくり基金においては、昨年度の国の補正予算

で創設された地域の元気臨時交付金３５２，０１０千円が今年度で事業費充当を行ったため取り崩しを

行った。 

将来負担比率に充当可能基金として算入されるものは、これらの一般会計等の積立金に、国民健康保

険給付費支払準備基金６９１，６０６千円、介護給付費準備基金３９２，０８９千円を加え、他会計へ

の貸付金１９１，３４０千円を控除した額である。 

 

④ その他の将来負担見込額 

「公営企業債等繰入見込額」は、特別・企業会計ごとの元利償還金に対する実質公債費比率算定上の

準公債費算入繰入金の割合の過去３ヵ年平均値に公営企業債等残高を乗じたものである。公営企業債等

の現在高は３４ページ付表２のとおりであるが、準公債費算入繰入金割合は水道事業が１．０％で繰入

見込額は９３，８３１千円、病院事業が３４．５％で３，２２７，８９５千円、下水道事業が６４．５％

で６，０３５，９９２千円となっている。 

「退職手当負担見込額」は、決算年度末日において全職員が退職した場合に一般会計等において負担

が見込まれるものとして算定した理論上の額である。本市の場合は退職手当の支給業務を一部事務組合

において処理しているため、具体的には支払うべき退職手当の支給額から一部事務組合に対する負担金

の過不足を加除して算出しているが、退職手当の支給額が５，４６７，３３９千円、一部事務組合に対

する負担金の不足額が１，６７５，５６７千円となっている。 

「組合等負担等見込額」は、本市が加入する一部事務組合が発行する地方債に対して本市が負担すべ

き見込み額であるが、現在高岡地区広域圏事務組合において広域ごみ処理施設の建設計画が進められて

おり、平成２３年度より負担額が発生している。 

「連結実質赤字額」は、連結実質収支が赤字となった場合に将来的に解消すべきものとしてその額が

算入されるものであるが、先述のとおり該当はない。 

「組合等連結実質赤字額負担見込額」は、一部事務組合で赤字が生じた場合にその解消のために本市

が負担すべき見込額であるが、これについても赤字が生じた一部事務組合はない。 
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第２１表　　公営企業等の資金不足比率 （単位：千円）

資金不足額
A

事業の規模
B

資金不足比率
A/B

水道事業会計 - 1,191,763 -

病院事業会計 - 5,341,108 -

法非適用 下水道特別会計 - 633,273 -

法適用

公営企業

２ 公営企業の資金不足比率 

 

「公営企業」とは、財政健全化法上では、地方公営企業法の全部または一部を適用する企業（法適

用企業）と、それ以外で地方財政法第６条に規定する企業（法非適用企業）とされている。本市の場合、

前者に水道事業及び病院事業が該当し、後者に下水道事業が該当する。 

財政健全化法上の施行前までは一般会計を中心とする普通会計に焦点を当てて自治体の財政の健全

化を比較してきた。しかしながら、一般会計等が健全であっても、公営企業が多額の負債を抱えていて

はその不良債務の解消に多額の公費を支出しなければならない場合などもあり、やがては自治体の財政

の健全化を妨げる要因となりかねない。特に昨今では、医師不足等により公立病院が多額の赤字を出し、

自治体の財政を悪化させていることは有名である。そこで、財政健全化法では公営企業においても資金

不足比率を算定して公表し、一定の基準に達する場合には経営の健全化を図るための計画を策定する制

度を設けている。 

各公営企業の資金不足・剰余額は２７ページの連結実質赤字比率で掲載しているが、資金不足を生

じた公営企業の資金不足額の事業の規模に対する割合が資金不足比率となり、２０％が経営健全化基準

となっている。なお、事業の規模は、法適用企業においては営業収益の額から受託工事収益の額を控除

した額、法非適用企業においてはこれに相当する額となる。 

 

 

昨年度に引き続き、平成

２６年度決算においても公

営企業に資金不足は発生し

ていない。ただし、病院事

業会計において、市民病院

の公設民営化に伴う職員の

退職手当の財源とするため

に発行した退職手当債（平

成２６年度末残高３０３，６７０千円）は、資金不足額の算定上、控除される取扱いとなっており、資

金不足の指標には現われてこないが、こちらの償還にも取り組んでいかなければならない。今後は、金

沢医科大学とともに市民から信頼される病院づくりを進めると同時に、債務の解消にも取り組んでいか

なければならない。 

下水道事業においても資金不足は発生していないが、これは不足する資金を一般会計から繰り出して

いるためであり、一般会計からの繰出金は年次減少してはいるものの、平成２６年度で７７２，２６７

千円となる（３３ページ付表１参照）。現状では、地方公営企業の大原則である経営に伴う収入をもっ

て経費に充てるという独立採算の原則の達成には程遠く、平成２３年度に利用料金の引き上げを行った

ところであるが、更なる健全化を推進する必要がある。 
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付表１　平成２６年度氷見市会計別歳入歳出決算額調
（単位：千円）

収入済額 支出済額 差引

各会計より 7,962 繰入

各会計へ 3,008,403 繰出

一般会計より 297,996 繰入

病院事業へ 2,700 繰出

13,442 10,466 2,976 一般会計へ 6 繰出

1,543,365 1,538,578 4,787 一般会計より 772,267 繰入

保険事業 5,585,502 5,461,908 123,594 一般会計より 773,076 繰入

介護サー

ビス事業
30,557 30,557 0 一般会計より 6,471 繰入

623,190 621,147 2,043 一般会計より 175,976 繰入

一般会計より 2,025,786 繰入

各会計へ 2,706 繰出

39,148,560 38,855,236 293,324

36,129,495 35,836,171 293,324

繰入

収入

繰出

687,770 繰入

614,917184,952

1,958,919

支出
△ 429,965

支出

支出

2,097,714

収入

2,933,048

小計
1,582,869

1,350,179

収益的

収支

1,339,289

収入

184,952

1,582,008

32,726

会計別

国民健康保険 5,578,809

後期高齢者医療事業 631,763

合     計

育英資金

一般会計

収入

介護

保険

117,884

24,059,555

下水道

10,794

特

別

会

計

計 14,073,651

備考

1,070,052

予算現額

22,915,181 21,845,129

5,481,833 5,363,949

△ 270,211

△ 140,138

一般会計より

一般会計へ

13,277,889 13,026,605 251,284

1,881,392

159,7541,426,229

1,023,719

一般会計より 285,095 繰入

一般会計より

2,700

7,956

国保会計より

9,752一般会計より

小計 1,344,309

資本的

収支
406,056

1,078,391

収入

6,734

6,237,551

938,253

619,630

1,397,917

支出

支出
1,611,181

942,121

収入

一般会計より 3,018 繰入

一般会計へ 7,956 繰出

1,266,475

繰入

△ 617,663

1,026,839

収入

408,058

支出
繰入

支出

1,070,875

※一般会計及び特別会計の収支は単

純に現金収支を表すが、企業会計の収

支は減価償却費等を含めた損益であ

る。

2,955,490 3,983,502 △ 1,028,012

繰入

国保会計より 繰入2,700

2,102,110 △ 757,801

42,189,839

純     計 39,049,304

企

業

会

計

水道

事業

収益的

収支

計

資本的

収支

4,056,633

病院

事業

一般会計より 972,865

各会計より 繰入

一般会計へ 7,956 繰出

985,317
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付表２　平成２６年度市債残高（各予算年度末現在）
（単位：千円、％）

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

24,162,118 22,790,982 21,259,001 19,434,958 17,704,578 15,646,632 14,254,332 13,878,665 14,480,394 13,965,332

（１）

土木 8,896,707 8,299,054 7,694,460 7,062,818 6,587,605 5,595,339 4,916,188 4,396,767 4,125,834 3,760,975

（２）
農林水産 4,360,965 4,176,145 3,924,481 3,656,366 3,415,182 3,210,467 3,039,918 2,827,092 2,650,824 2,471,727

（３）

教育 5,527,324 5,143,768 4,737,383 4,304,529 3,997,794 3,688,645 3,817,970 4,391,284 4,287,763 4,109,049

（４）

衛生 2,148,494 2,081,162 1,951,316 1,748,824 1,531,365 1,352,924 1,156,385 992,210 845,727 712,601

（５）

その他 3,228,628 3,090,853 2,951,361 2,662,421 2,172,632 1,799,257 1,323,871 1,271,312 2,570,246 2,910,980

577,696 535,433 520,695 488,587 444,524 380,120 321,651 267,827 213,985 223,901

8,894,644 9,129,226 9,220,975 9,306,104 9,250,109 9,738,340 9,974,700 10,315,499 10,414,104 10,483,140

（１）

辺地債 2,916,121 2,816,853 2,747,267 2,621,511 2,323,746 2,013,531 1,789,495 1,752,511 1,582,373 1,460,080

（２）
県貸付金 5,233 483 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）
減税補てん

債等

5,081,742 5,447,114 5,636,869 5,754,080 6,077,456 6,731,847 7,172,595 7,590,647 7,952,984 8,230,838

（４）

その他 891,548 864,776 836,839 930,513 848,907 992,962 1,012,610 972,341 878,747 792,222

小計 33,634,458 32,455,641 31,000,671 29,229,649 27,399,211 25,765,092 24,550,683 24,461,991 25,108,483 24,672,373

対前年度比 97.7 96.5 95.5 94.3 93.7 94.0 95.3 99.6 102.6 98.3

5,740,466 5,499,143 5,189,416 4,512,519 4,254,982 4,013,673 3,769,053 3,564,776 3,353,154 3,235,564

1,798,115 1,733,138 3,009,646 2,894,574 2,910,535 4,979,589 6,544,756 6,446,723 6,065,752 5,379,826

16,748,043 16,357,757 15,674,396 14,845,477 13,987,368 13,097,015 12,265,832 11,522,560 10,868,722 10,195,934

57,921,082 56,045,679 54,874,129 51,482,219 48,552,096 47,855,369 47,130,324 45,996,050 45,396,111 43,483,697

97.3 96.8 97.9 93.8 94.3 98.6 98.5 97.6 98.7 95.8

区分

下水道事業会計

合計

対前年度比

一

般

会

計

等

１

普通債

２
災害復旧債

３

その他

水道事業会計

病院事業会計
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付表３　債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の状況調
（単位：千円）

区  分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

土木

学校 14,017 23,102 2,979 430

農林
水産

2,852,949 2,440,657 2,069,117 1,706,928 1,347,114 987,146 627,112 409,575 235,604 111,211

社会

福祉
1,055,420 812,912 681,129 613,388 547,109 481,278 406,002 342,223 278,715 215,474

その他 249,257 1,514,486 1,116,654 1,707,565 2,308,535 2,169,999 2,397,014 1,657,613 1,242,886 1,309,387

合    計 4,171,643 4,791,157 3,869,879 4,028,311 4,202,758 3,638,423 3,430,128 2,409,411 1,757,205 1,636,072

 

付表４　基金残高調（各予算年度末現在）
（単位：千円）

区    分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

財政

調整

基金

1,372,326 1,176,620 895,025 536,911 558,636 670,714 902,984 2,008,885 2,089,946 2,292,801

減債

基金
1,252,567 1,126,599 1,180,802 1,137,304 1,077,420 1,029,428 955,278 955,952 1,106,645 1,007,364

ふるさと

づくり

基金

208,983 214,532 300,513 375,774 299,250 496,193 444,156 437,878 847,275 473,357

社会福祉

事業振興

基金

504,937 498,797 500,799 496,329 556,233 336,547 320,298 313,469 303,671 194,546

地域農

業振興

基金

80,488 93,047 80,615 64,266 49,669 47,388 45,196 43,307 43,507 43,507

水産業

振興

基金

2,897 3,398 407 408 459 459 459 459 460 460

教育文

化振興

基金

650,650 637,712 624,673 614,467 600,587 533,872 444,497 444,750 425,379 426,925

｢安部｣

人づくり

基金

106,484 105,394 104,442 104,073 103,686 102,657 101,740 101,712 101,297 101,329

スポー

ツ振興

基金

38,112 33,434 37,097 32,720 30,595 28,245 25,411 21,927 25,942 30,422

育英

基金
29,226 26,937 26,377 25,111 25,155 21,655 19,759 18,757 22,204 25,201

石油貯蔵施

設立地対策

等基金

2,194 4,213 2,019

積立金
合   計

4,246,670 3,916,470 3,750,750 3,387,363 3,301,690 3,269,352 3,263,991 4,347,096 4,968,345 4,595,912

土地

開発

基金

797,581 798,290 800,353 802,873 804,044 805,168 805,914
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付表５　財政力指数(３ヵ年平均)の状況

区    分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

富山市 0.73 0.75 0.78 0.81 0.81 0.79 0.78 0.77 0.78 0.78

高岡市 0.75 0.77 0.80 0.83 0.82 0.78 0.75 0.73 0.74 0.74

魚津市 0.63 0.67 0.70 0.73 0.72 0.70 0.67 0.65 0.65 0.65

滑川市 0.61 0.65 0.68 0.71 0.71 0.69 0.67 0.65 0.66 0.68

黒部市 0.70 0.73 0.78 0.79 0.76 0.70 0.69 0.68 0.68 0.68

砺波市 0.58 0.59 0.61 0.62 0.62 0.60 0.58 0.57 0.58 0.58

小矢部市 0.56 0.59 0.61 0.63 0.62 0.59 0.57 0.56 0.55 0.55

南砺市 0.38 0.40 0.43 0.44 0.43 0.40 0.38 0.39 0.39 0.39

射水市 0.65 0.69 0.72 0.75 0.74 0.71 0.68 0.66 0.66 0.66

氷見市 0.39 0.40 0.42 0.44 0.45 0.44 0.42 0.41 0.42 0.43

県内各市
単純平均

0.60 0.62 0.65 0.68 0.67 0.64 0.62 0.61 0.61 0.61

全国類団 0.64 0.63 0.65 0.66 0.64 0.61 0.65 0.63 0.63 未定

※表中「射水市」は、平成１６年度以前は「新湊市」と読み替える。  

（単位：千円）
普通会計 翌年度以降 積立金現在高 将来にわたる ＊参考

地方債現在高 支出予定の （年度末） 財政負担額 標準財政規模

（年度末）Ａ 債務負担行為額Ｂ Ｃ A＋Ｂ－Ｃ

１団体

当たり 24,672,373 1,636,072 4,595,912 21,712,533 12,705,480

（千円）

人口１人

当たり 490,475 32,524 91,365 431,634 252,579

（円）

１団体

当たり 25,108,483 1,757,205 4,968,345 22,524,306 12,959,364

（千円）

人口１人

当たり 471,466 46,438 83,783 434,121 247,969

（円）

１団体

全国 当たり 27,857,503 4,773,967 8,787,737 23,843,733 16,568,929

類似 （千円）

団体 人口１人

当たり 399,482 68,460 126,018 341,924 237,602

（円）

付表６　将来にわたる財政負担額の状況

＊表中の「標準財政規模」は「臨時財政対策債発行可能額」を含んだ額である。

区    分

平
成
26
年
度

氷見市

平
成
25
年
度

氷見市

＊この指数表中、人口１人当たりの額において基礎とした人口は、各年度末現在の住民基本台帳登載人口であ
る。（H26：氷見市５０，３０３人　氷見市５１，１３８人　全国類似団体６９，８００人）
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参 考 資 料 

１ 財政用語の解説 

財政用語について氷見市に当てはめて簡単に説明します。（あいうえお順に並べてあります。） 

依存財源（いぞんざいげん） 

 国や県の意思により決定された額が交付されたり、割り当てられたりする収入。国庫支出金、県支出

金、地方交付税、地方譲与税など。 

一般財源（いっぱんざいげん） 

 財源が特定されず、どのような経費にも使用することができるもの。地方税、地方譲与税、地方交付

税など。 

会計（かいけい） 

 予算と決算の経理上の区分け。氷見市が行なう行政運営の基本的な経費を計上した会計が一般会計で、

特定の歳入歳出を一般の歳入歳出とは区別して別に経理する必要がある会計は特別会計。とりわけ、特

別会計の中でも、地方公営企業法の適用を受ける会計を企業会計という。 

基金（ききん） 

 ある特定目的のため、財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を運用するために設けられる資

金又は財産をいう。要するに「氷見市の貯金（貯蓄）」のこと。 

起債（きさい） 

 市債（地方債）を起こすこと。つまり借金をすること。 

基準財政収入額（きじゅんざいせいしゅうにゅうがく） 

 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的に収

入し得ると考えられる地方税などのうち、標準税率により算定した額の７５％など。 

基準財政需要額（きじゅんざいせいじゅようがく） 

 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的で妥当な水準の行政サービス等を実施

し、又は施設の維持のために必要と想定される財政需要を、一定の算式により算定した額をいう。 

経常収支比率（けいじょうしゅうしひりつ） 

 義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常一般財源収入（毎年度連続して

経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されておらず自由に使用し得る収入のこと）がどの程

度使われているかをみることにより、当該団体の財政構造の弾力性を判断するための指標。(財政指標

の解説を参照) 

決算（けっさん） 

 一会計年度の歳入歳出予算の執行実績。 

減税補てん債（げんぜいほてんさい） 

 住民税減税などの影響による減収分を補てんするために許可された地方債。 

公債費（こうさいひ） 

 市債の元金の償還及び利払いに要する経費。  

公債費負担比率（こうさいひふたんひりつ） 

 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいい、この比率が高いほど財政運営の硬

直性の高まりを示している。 
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財政（ざいせい） 

 氷見市がお金をどのようにどこから調達し、どのような目的にどれだけのお金を使うかという観点か

ら行なう経済的な活動。  

財政力指数（ざいせいりょくしすう） 

 普通交付税の算定により計算される基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３ヵ

年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力の強弱を示す数値として用いる。財政力指数が１．０に近

くなる（より大きくなる）ほど財源に余裕がある。 

市債 (地方債)（しさい） 

 氷見市が資金調達のために負担する債務であって、その返済が一会計年度を超えて行われるもの（将

来にわたって少しずつ返済しているもの）をいう。つまり「氷見市の借金」のこと。 

自主財源（じしゅざいげん） 

 氷見市が自主的に収入し得る財源をいう。市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、

寄附金、繰入金、繰越金などである。 

実質赤字比率（じっしつあかじひりつ） 

 財政健全化法の健全化判断基準で、一般会計等の実質収支赤字額の標準財政規模に対する割合。市町

村は標準財政規模に応じて 11.25～15%が早期健全化基準で、20%が財政再生基準。 

実質収支（じっしつしゅうし） 

 会計年度の決算において、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額（形式収支）から、翌年度へ繰

越すべき財源を差し引いた額。 

実質公債費比率（じっしつこうさいひひりつ） 

 平成１８年度から地方債許可制度が協議制度に移行するにあたり、地方債の信用を保持するための起

債制限等を行うために定められた指標。分子に公債費だけでなく、公債費に準ずるものを計上する。こ

の指標が 18％を超えると起債は従来どおり許可制となり、さらに 25％を超えると段階的に地方債の許

可が制限される。平成２０年度からは財政健全化法の健全化判断基準となり、25%が早期健全化基準、

35%が財政再生基準となっている。(財政指標の解説を参照)  

将来負担比率（しょうらいふたんひりつ） 

 財政健全化法の健全化判断基準で、市債などの将来負担すべき実質的な負債残高の標準財政規模に対

する割合。市町村は 350%が早期健全化基準で、財政再生基準はない。(財政指標の解説を参照) 

性質別分類（せいしつべつぶんるい） 

 経費（歳出）をその経済的性質により分類したもの。人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費

等、普通建設事業費、災害復旧事業費、公債費、積立金、投資及び出資金などに分類される 。 

単年度収支（たんねんどしゅうし） 

 当該年度の実質収支の額から前年度の実質収支の額を差し引き、当該年度だけの収支を表したもの。 

地方交付税（ちほうこうふぜい） 

 国税のうち、所得税及び酒税の収入見込額の３２％と法人税の収入見込額の３４％、消費税の収入見

込額の２９．５％、たばこ税の収入見込額の２５％を合算した額等を総額として国が地方公共団体に交

付する税をいう。毎年度、一定の算式により交付される普通交付税（９４％）と、当該年度の特殊事情

により交付される特別交付税（６％）に分けることができる。 

特定財源（とくていざいげん） 

 財源の使途が特定されているもの。国庫支出金、地方債、分担金及び負担金、使用料及び手数料、寄

附金などのうち、使途が指定されているもの。 

目的別分類（もくてきべつぶんるい） 

 会計の経費（歳出）をその行政目的により分類したもの。現在、氷見市の一般会計予算では、議会費、
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総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、教育費、災害復旧費、公

債費、予備費に分類されている。  

標準財政規模（ひょうじゅんざいせいきぼ） 

 地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもので、普通交付税と市税、地方譲与税などが主なも

の。(財政指標の解説を参照) 

扶助費（ふじょひ） 

 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法など各種法令に基づいて支出するものや単

独の施策として支出するもので、社会保障制度の根幹をなす経費。 

予算（よさん） 

 一定期間における収入支出の見積り又は計画。 

臨時財政対策債（りんじざいせいたいさくさい） 

 平成１３年度から平成２８年度の間、地方財政の通常収支不足額を補てんするために発行する地方債。

その償還に要する経費は後年度、地方交付税の基準財政需要額に全額算入される。 

連結実質赤字比率（れんけつじっしつあかじひりつ） 

 財政健全化法の健全化判断基準で、全会計の連結実質収支の赤字額の標準財政規模に対する割合。市

町村は標準財政規模に応じて１６．２５～２０％が早期健全化基準で、財政再生基準は３０％であるが

３年間は１０～５％引き上げる経過措置がある。 

２ 財政指標の解説 

（１） 標準財政規模………地方公共団体の一般財源の標準規模を示す。 

標準税収入額 ＋ 地方譲与税 ＋ 交通安全対策特別交付金 ＋ 普通交付税  

＋ 臨時財政対策債発行可能額 

 

（２）経常収支比率………財政構造の弾力性を判断する指標を示す。 

経常経費充当一般財源の額 
× 100（％） 

経常一般財源（歳入） 

 

（３）公債費比率………公債費の一般財源等に占める割合を示す。 

地方債元利償還金(繰上償還及

び転貸債を除く)(Ａ) 
－ ( 

元利償還に充てら

れた特定財源(Ｂ) 
＋ 

災害復旧費等に係る

基準財政需要額(Ｃ) 
)  

× 100（％） 
標準財政規模(Ｄ)＋臨時財政対策債発行可能額(Ｆ)－(Ｃ) 

 

（４）実質公債費比率………地方債の協議制移行に係る指標として地方財政法に、財政健全化判断比率

として財政健全化法に規定されたもの。 

上記(Ａ)（繰上償

還等を除く） 
＋ 

(Ａ)に準ず

るもの(Ｇ) 
- ( 

Ａ及びＧに充て

られた特定財源 
＋ 

基準財政需要額に算入

されたＡ及びＧ(Ｈ） 
) 

× 100)

（％） 

の過去３か

年平均値 
上記(Ｄ)＋上記(Ｆ)－(Ｈ) 

 

（５）将来負担比率………財政健全化判断比率として財政健全化法に規定されたもの。 

将来負担額 - ( 
充当可能基

金額 
＋ 

特定財源見

込額 
＋ 

地方債現在高等に係る基準財

政需要額算入見込額 
) 

× 100（％） 

上記(Ｄ)＋上記(Ｆ)－(Ｈ) 

 


